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日時 平成 29 年 9月 25日（月）午前 9時 30分 

場所 美浦村役場 3階 委員会室 

 

日   程 
 

１．開会 

 

２．教育長あいさつ 

 

３．付議事項 

   議案第１号   美浦村立学校管理規則の一部を改正する規則 

議案第２号  美浦村子ども・子育て支援法に係る支給認定事務等取扱規

則の一部を改正する規則 

議案第３号   美浦村児童手当事務取扱規則の一部を改正する規則 

議案第４号   美浦村体育施設等管理運営規程の一部を改正する訓令 

 

４．報告事項 

報告第１号  美浦村立学校事務の共同実施に関する要綱の制定につ 

いて 

   報告第２号   美浦村光と風の丘公園多目的広場管理運営要綱の制定に 

ついて 

５．その他 

 

６．閉会 
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議案第１号 

 

美浦村立学校管理規則の一部を改正する規則 

 

上記の議案を，下記のとおり提出する。 

 

 

平成２９年９月２５日提出 

 

美浦村教育委員会教育長 糸 賀 正 美 

 

 

 

 

 

 

 

美浦村立学校管理規則の一部を改正する規則 

 

美浦村立学校管理規則（教育委員会規則第２号）の一部を改正する規則を次

のように改める。 

 

第５条の次に次の１条を加える。 

（学校評価）  

第５条の２ 校長は，学校の教育活動その他学校運営の状況について，その実

情に応じ，適切な項目を設定して，自ら評価を行い，その結果を公表するも

のとする。 

２ 校長は，前項の規定による評価の結果を踏まえた当該学校の児童生徒の保

護者その他の当該学校関係者（当該学校の職員を除く。）による評価を行う

とともにその結果を公表するよう努めるものとする。 

３ 校長は，第１項の規定による評価の結果及び前項の規定により評価を行っ

た場合は，その結果を教育委員会に報告しなければならない。 

 

第１４条の３を次のように改める。 

第１４条の３ 削除 
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第６章中第２５条の次に次の１条を加える。 

（共同実施） 

第２５条の２ 教育委員会は， 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第

４７条の５にいう共同学校事務室を設置することができる。 

２ 同実施に関し必要な事項は，別に定める。 

附 則 

  この規則は，公布の日から施行し，平成２９年１０月１日から適用する。 

 

 



 

 

 

美浦村立学校管理規則(昭和48年教育委員会規則第2号)新旧対照表 

現行 改正後（案） 

      

                               

                               

                               

                               

                               

                               

                               

                               

(学校評価) 

第5条の2 校長は，学校の教育活動その他学校運営の状況について，そ

の実情に応じ，適切な項目を設定して，自ら評価を行い，その結果を

公表するものとする。 

 2 校長は，前項の規定による評価の結果を踏まえた当該学校の児童生

徒の保護者その他の当該学校関係者(当該学校の職員を除く。)による

評価を行うとともにその結果を公表するよう努めるものとする。 

3 校長は，第1項の規定による評価の結果及び前項の規定により評価を

行った場合は，その結果を教育委員会に報告しなければならない。 

第14条の3 分校に，分校主任を置く。ただし，特別の事情のあるとき

は，この限りでない。 

2 分校主任は，校長の監督を受け，分校に関する校務をつかさどり，

当該事項について連絡調整及び指導・助言に当たる。 

3 分校主任は，当該分校の教諭の中から，教育長の承認を得て校長が

命ずる。 

第14条の3 削除 

      

                               

                               

 

(共同実施) 

第25条の2 教育委員会は, 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第

47条の5にいう共同学校事務室を設置することができる。 

2 同実施に関し必要な事項は,別に定める｡ 
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議案第２号 

 

美浦村子ども・子育て支援法に係る支給認定事務等取扱規則の一部を改 

正する規則 

 

 上記の議案を下記のとおり提出する。 

 

 

   平成２９年９月２５日 

 

 

美浦村教育委員会教育長 糸 賀 正 美 

 

 

 

 

美浦村子ども・子育て支援法に係る支給認定事務等取扱規則の一部を改 

正する規則 

 

 美浦村子ども・子育て支援法に係る支給認定事務等取扱規則（平成２６規則第

１７号）の一部を次のように改める。 

第３条第１項中「申請書」を「支給認定申請書兼施設利用申込書（様式第１

号）」に改め，同条第２項を削る。 

第４条第２号中「保育認定」を「法第１９条第１項第２号及び第３号に規定

する支給認定（以下「保育認定」という。）」に改める。 

第９条本文中「第３条で規定する申請書は，法第２２条の規定による現況届

として使用することができるものとする。」を「保育認定を受けている支給認

定保護者は，毎年，認定事由及び家庭状況等を記載した，支給認定の現況届

（保育の必要性の継続認定）（様式第２号）を村長に提出しなければならな

い。」に改め，同条ただし書を削る。 

附則第２項を削る。 

様式第１号及び様式第２号を次のように改める。 
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□

□
□

□

(
)

□ □

□ )

□ )

1

2

3 ）

まで

園名

･火･ 水 ･木 ･金 ･土

（表面）

支 給 認 定 申 請 書 兼 施 設 利 用 申 込 書
施設型給付費・地域型保育給付費等

美 浦 村 長 　　　　年　　月　　日

保護者 現住所

認定者番号

氏　名

個人番号

氏　名

電話番号

次のとおり、施設型給付費・地域型保育給付費に係る支給認定を申請します。

利用希望の
小学校就学前

子ども

ﾌﾘｶﾞﾅ 生　年　月　日 性 別

※両親の一人が月60～120時間の就労など

教育を希望 1号認定 幼稚園、認定こども園(教育部分)を利用する方

支
給
認
定
申
請
子
ど
も
の
世
帯
員

フ リ ガ ナ 子ども

との続柄 生年月日
連絡先

職業

教育・保育の
希望を選択

保育を希望
2号認定

3号認定 保育所、認定こども園(保育部分)、地域型保育事業を利用する方 ※保育利用の理由が必要です。

更に必要量を選択
→

保育標準時間 ※両親ともに月120時間以上の就労など

保育短時間

勤務先、学校名学年など 個人番号
氏　  　名 (携帯電話番号など)

父

同
居
の
祖
父
母
等
を
含
む

母

生活保護又は中国残留邦人等支援給付の状況 受けていない 受けている 年　　月　　日から

 住所歴の確認 ※村外にチェックされた方は、その年度の市町村民税額等証明書の提出が必要になります。

続柄 本年1月1日時点

父 美浦村 □ 村外(旧住所:

）に預けている。

 現在は就労していない(育児休業中含む)保護者(父･母･祖父･祖母･その他親族)が自宅で保育している。

 その他（

施設利用を希望する期間 年　　月　　日 から 年　　月　　日・就学前

母 美浦村 □ 村外(旧住所:

の子
現ど
況も

 保育関連施設等(施設名

利用希望
施 設 名

と
順番

① （第１希望） (希望理由)
事業所番号(*課記入欄)

② （第２希望） (希望理由)

 ④以下 （第４希望）
幼稚園、認定こども園(教育部分)併願

□
入園申込をされている方はチェック

事業所番号(*課記入欄)

③ （第３希望） (希望理由)
事業所番号(*課記入欄)

４同居親族介護･看護　4-(1)自宅で親族を介護･看護　4-(2)子どもの看護　4-(3)入院、入所親族の看護

母

５災害復旧　5-(1)震災、風水害の復旧　5-(2)火災等の復旧

６求職活動　6-(1)就労内定　6-(2)起業準備中　6-(3)求職活動中

７就学　7-(1)大学等の学校　7-(2)看護学校等の専修学校等　7-(3)職業訓練　7-(4)その他各種学校等

８ひとり親　8-(1)離婚　8-(2)離婚調停中　8-(3)拘留等　8-(4)死別　8-(5)未婚

　次の理由により、保育利用を申請します。※幼稚園、認定こども園(教育部分)を希望する方は必要ありません。

保育利用
の理由

(番号を記入)

続柄 番号 保育が必要な理由（保護者の現況）

父

１就労　1-(1)正職員　1-(2)ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ　1-(2)自営業　1-(4)派遣社員　1-(5)内職

２妊娠･出産　2-(1)妊娠中、出産後　2-(2)里帰り出産

３疾病･障がい　3-(1)自宅療養、通院　3-(2)入院　3-(3)心身等障がいの手帳を保持

　　　　　時間
月 通勤＋就労時間

希望する
保育時間

利用曜日
必要な利用時間

　　　　　　　　時間 1日あたり利用

様式第１号（第３条関係） 
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（裏面）

生活の現況
（就労、障がい等級、介護認定、疾病等）

祖父母の現況は、次のとおり相違ありません。

続柄 氏名 年齢 住所（別居の場合のみ記入）

父
方

祖　父 同居・別居

祖　母 同居・別居

母
方

祖　父 同居・別居

祖　母 同居・別居

7 　村は、上記３の情報に基づき決定した利用者負担額を施設等に対して提示することがあります。

誓　約　及　び　同　意　書

1 　申請書、添付書類、申立書及び各証明書(以下｢申請書類｣という。)の内容が実態と異なる場合は、支給認定又は保育所、
　幼稚園等の特定教育・保育施設等(以下｢施設等｣という。)利用の決定を取り消されても異議ありません。

2 　決定された利用者負担額は、遅滞なく納付し、滞納しません。

3 　村は、施設型給付費等の支給認定や利用者負担額の決定に必要な世帯情報及び世帯員の市民税額等の情報について、次
　の関係部署に調査します。
　　ひとり親医療担当・母子福祉担当・戸籍、住民票担当・障がい福祉担当・生活保護担当・税務担当・児童手当担当

4 　村は、施設等利用とその運営上、必要と認められる申請書類の情報を、当該施設等や関係部署に提供する場合があります。

5 　村は、申請書類の記載内容について、疑義が生じた場合や情報不足等により確認する必要が生じた場合、勤務先等に連絡
　して確認する場合があります。

6 　本申請については、新規認定申請が集中するなど、支給認定の審査に時間を要する場合は、認定の審査結果は利用開始
　までにお知らせします。

上記の各事項について誓約し、及び同意します。

保護者氏名

下記の事項について、本申請の提出前にご承知おきください。

8 　利用者負担額を滞納した場合は、児童福祉法第56条第8項及び第9項の規定、又は子ども・子育て支援法附則第6条第7項の
　規定により、差押などの処分を行うことがあります。また、民事訴訟法その他関連法令の規定により法的措置を行うことが
　あります。

9 　保育認定を受けて施設等を利用する保護者は、認定を受けた保育必要量の時間内であっても保育を必要とする理由に該当
　しない場合は、家庭保育をお願いします。

（保護者の方は、以下記入しないでください。）

 *所管課記載欄

受付年月日 　　　年　　月　　日 　システム入力確認□
手帳確認 認定者番号

備考

支給認定の確認 １号　２号標準　２号短　３号標準　３号短　　　　年　　月　　日認定
認定否理由

利用施設の調整 　　施設名 利用不可
受入れなし 定員満了 受入体制不能

指数低位　その他

利用の期間 　　　　年　　月　　日から
入学 満３歳 ２か月 産後２月 育休終了 地域型卒園 今年度末

まで
　　　　年　　月　　日

 *施設等記載欄（保護者が施設又は事業者を経由して市町村に提出した場合）

受付年月日 　　　年　　月　　日
提出した保護者氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　続柄（ 　）
（続柄）

備　　考

施設(事業者)名
施設(事業者)の担当者 氏名

連絡先 連絡先

入所、入園内定(契
約)、入園許可

の確認(〇で囲む)
内定(契約)、許可あり 　　年　　月　　日　内定（契約）、許可 内定（契約）、許可なし
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１ □ □ □ １ □ □ □ 契約、派遣社員

□ □ □ □ □ □ 内職 □ □

２ ） ２ .疾病、障がい（等級、程度 ）

３ ） ３ ）

４ ４

５ ５

） ～ ）

６ □ □ □ □ □ ６ □ □ □ □ 死別 □

７

７ □ □ 社会的養護 ） ８ □ □

(
)

□ □ □

□

□

□

□

歳

歳

歳

歳

支給認定の現況届（保育の必要性の継続確認）

祖母 同居・別居

母
方

祖父 同居・別居

祖母 同居・別居

父
方

祖父 同居・別居

続柄 氏名 年齢 同居・別居 現住所地 生活の現況
（別居の場合のみ記入してください。） (就労、障がい等級、介護認定、疾病)

　　家族の異動、出産、就労時間の変更など今後の予定等にチェックをして具体的な内容を記入欄へ記入してください。必要に応じて当課宛に支

　給認定変更の手続きが必要です。それに伴い支給認定の有効期間や保育必要量が変わることがあります。

予
定

同居家族の増員、減員（氏名、続柄、異動の年月日）
記
入
欄

出産（予定の年月日）

産休、育休取得の予定（氏名、続柄、取得期間）

その他、変更事項（具体的な状況を記入してください。）

現在の住所地

電話番号 自宅 携帯(父) 携帯(母)

生活保護又は中国残留邦人等支援給付の状況 該当しない 申請中 受給中（ 年　　月から 受給開始）

同
居
の
祖
父
母
等
を
含
む

.その他（ 災害復旧 .その他（ 災害復旧 社会的養護 ）

支
給
認
定
子
ど
も
の
世
帯
員

フリガナ 子どもとの

続柄 生年月日 職業

母

勤務先、学校
（学年）の名称

所在地
氏　　名 （勤務先・学校等）

父

.不存在（ 離婚 離婚調停中 拘留等 未婚 ）

.就労中の妊娠、出産（出産予定月前後２カ月）

.不存在（ 離婚 離婚調停中 拘留等 死別 未婚 ）

.育児休業取得中（満１歳まで） ．育児休業取得中（満１歳まで）

　（期間 年　月　日開始 ～ 年　月　日終了 （期間 年　月　日 年　月　日

.就学、職業訓練（ 卒業、修了予定） .就学、職業訓練（ 卒業、修了予定）

自営業 専従者

.疾病、障がい（等級、程度

.同居親族の介護･看護（ 親族の氏名 .同居親族の介護･看護（ 親族の氏名

単身赴任中

ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ 内職 自営業 専従者 ﾊﾟｰﾄ､ｱﾙﾊﾞｲﾄ

.就労 正社職員 単身赴任中 契約、派遣社員 .就労 正社職員

月120時間以上の就労・就学、
介護看護、疾病障がい、妊娠出産

保育　　短時間
月120時間未満の就労（60時間以上）・就学、
介護看護、疾病障がい、育児休業中

 保護者の保育を必要とする理由（該当する項目の数字に〇及びチェックをつけて、必要事項を記入してください。

父の状況 母の状況

支給認定
子ども氏名

現在の
保育必要量

年　月　日
からの保育必要量

必ず、標準時間、短時間か○をしてください。

保育　標準時間

記載内容が事実と異なる場合、認定が取消しされることを確認し、同意します。なお、利用者負担は納期限までに納付

します。

フリガナ 生年月日 性別 利用施設名

美 浦 村 長 　　年　　月　　日

保護者氏名 　　　　　　　　　㊞

　私の保育を必要とする理由、家庭状況等について次のとおり相違ないことを届けます。この現況届及び添付書類の

様式第２号（第９条関係） 
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附 則 

 この規則は，公布の日から施行し，平成２９年１０月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

美浦村子ども・子育て支援法に係る支給認定事務等取扱規則新旧対照表 

現行 改正後（案） 

(申請) (申請) 

第3条 法の定めるところにより支給認定を受けようとする

小学校就学前子どもの保護者は，申請書                

                   を村長に提出しなければならない。 

第3条 法の定めるところにより支給認定を受けようとする

小学校就学前子どもの保護者は，支給認定申請書兼施設利

用申込書(様式第1号)を村長に提出しなければならない。 

2 前項に規定する申請書は，法第19条第1項1号に規定する

支給認定(以下「教育認定」という。)を受けようとする場

合は入園申請書兼支給認定申請書(様式第1号)を，法第19

条第1項2号及び3号に規定する支給認定(以下「保育認定」

という。)を受けようとする場合は支給認定申請書兼入所

申込書(様式第2号)によるものとする。 

2                                                    

                                                    

                                                    

                                                    

                                                    

                                 

(必要書類) (必要書類) 

第4条 申請には，次の書類を添付しなければならない。 第4条 申請には，次の書類を添付しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 保育認定                                       

                        を受けようとするものにあっ

ては，保育を必要とする事由に応じて保育認定のための

審査及び調査に必要な書類として，村長が別に定める書

類 

(2) 法第19条第1項第2号及び第3号に規定する支給認定

(以下「保育認定」という。)を受けようとするものにあ

っては，保育を必要とする事由に応じて保育認定のため

の審査及び調査に必要な書類として，村長が別に定める

書類 

(現況届) (現況届) 

第9条 第3条で規定する申請書は，法第22条の規定による現 第9条 保育認定を受けている支給認定保護者は，毎年，認

1
0
 

  



 

 

況届として使用することができるものとする。ただし，こ

の場合において，第3条中「申請書」とあるのは「現況

届」と，「受けようとする」とあるのは「受けている」と

読み替えるものとする。 

定事由及び家庭状況等を記載した，支給認定の現況届(保

育の必要性の継続認定)(様式第2号)を村長に提出しなけれ

ばならない。                                        

                                                    

                                          

附 則 附 則 

(経過措置) 

2 第6条第2項の規定にかかわらず，法の施行の日の前日か

ら引き続いて特定・教育保育施設(認定こども園又は保育

所に限る。)に入所し，又は入所していることが見込まれ

る小学校就学前子どもに係る保育認定については，当該認

定に係る小学校就学前子どもの保護者が希望した場合は，

保育標準時間認定とすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1
1
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議案第３号 

 

   美浦村児童手当事務取扱規則の一部を改正する規則 

 

上記の議案を下記のとおり提出する。 

 

  平成２９年９月２５日 

 

 

               美浦村教育委員会教育長 糸 賀 正 美 

 

 

美浦村児童手当事務取扱規則の一部を改正する規則 

 

美浦村児童手当事務取扱規則（平成２８年教委規則５号）の一部を次のよう

に改正する。 

第４条２項中「属する世帯の全員の住民票の写し」を「住民票の写し又は住

民票記載事項証明書であって，当該児童が世帯主である場合にはその旨，当該

児童が世帯主でない場合には世帯主との続柄が記載されたもの」に改める。 

第１０条及び第１３条第２項中「公簿等」を「公簿等（マイナンバー制度に

よる情報連携を含む。）」に改める。 
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様式第１号

〒　　　-           

・３歳未満分

円
・３歳以上小学校修了前分

円
・中学生分

円

3歳未満分 円 3歳未満分 円 3歳未満分 円 3歳未満分 円 3歳未満分 円

3歳以上小学校修了前分 円 3歳以上小学校修了前分 円 3歳以上小学校修了前分 円 3歳以上小学校修了前分 円 3歳以上小学校修了前分 円

小学校修了後中学校修了前分 円 小学校修了後中学校修了前分 円 小学校修了後中学校修了前分 円 小学校修了後中学校修了前分 円 小学校修了後中学校修了前分 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

3歳未満分 円 3歳未満分 円 3歳未満分 円 3歳未満分 円 3歳未満分 円

3歳以上小学校修了前分 円 3歳以上小学校修了前分 円 3歳以上小学校修了前分 円 3歳以上小学校修了前分 円 3歳以上小学校修了前分 円

小学校修了後中学校修了前分 円 小学校修了後中学校修了前分 円 小学校修了後中学校修了前分 円 小学校修了後中学校修了前分 円 小学校修了後中学校修了前分 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

3歳未満分 円 3歳未満分 円 3歳未満分 円 3歳未満分 円 3歳未満分 円

3歳以上小学校修了前分 円 3歳以上小学校修了前分 円 3歳以上小学校修了前分 円 3歳以上小学校修了前分 円 3歳以上小学校修了前分 円

小学校修了後中学校修了前分 円 小学校修了後中学校修了前分 円 小学校修了後中学校修了前分 円 小学校修了後中学校修了前分 円 小学校修了後中学校修了前分 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

（表面）

児　童　手　当　・　特　例　給　付　受　給　者　台　帳

受

給

者

（ふりがな）

性別 男 ・ 女
生年
月日

明治・大正

昭和・平成

・　　　・ 職業
ア．被用者
イ．公務員

ウ．被用者等でない者

配偶者

の有無
有 ・ 無氏名

（法人名等）

住所
（法人の主た
る事務所の所

在地）

個人
番号

銀行

金庫

信組

農協

漁協

（上欄と異なる場合に記入してください）

電話　　    　　（　　　　　）

１月１日時点
の住所（１～
５月分は前

年、６～１２

月分は本年）

口座名義

住　　　所
監 護 の
有 無

生 計 関 係 児童との関係

児童手当・特例給付該当年月日

非該当年月日
３歳未満

３歳以上
小学校修了前

小学校修了後
中学校修了前

平成 ・ ・ 同 ・ 別 平成　　年　　月 有 ・ 無

平成　　年　　月 有 ・ 無平成 ・ ・ 同 ・ 別

平成　・　・ 平成　・　・

同一・維持
・未成年後見人

・父母指定者

・同居父母
平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・

平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・同一・維持
・未成年後見人

・父母指定者

・同居父母
平成　・　・

有 ・ 無 同一・維持
・未成年後見人

・父母指定者

・同居父母
平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・平成 ・ ・ 同 ・ 別 平成　　年　　月

平成 ・ ・ 同 ・ 別 平成　　年　　月 有 ・ 無 同一・維持
・未成年後見人

・父母指定者

・同居父母

支給開始年月 手当月額

有 ・ 無 同一・維持
・未成年後見人

・父母指定者

・同居父母
平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・

児

童

氏名
及び

個人番号（別居監護の場合）
続　柄 生　年　月　日

同居・別居
の別

海外留学をしている
場合の出国年月

平成　・　・ 平成　・　・

平成 ・ ・ 同 ・ 別 平成　　年　　月 平成　・　・

平成　・　・

備
考 区 分

児 童 手 当
（消滅事由）

平成 ・ ・ア．厚生年金保険           イ．国民年金           ウ．その他（　    　）
※アのうち、以下の共済組合の組合員である場合は括弧内に○を記入してください。
 （  ）私立学校教職員共済           （  ）地方公務員等共済
 （  ）国家公務員共済

加入している公的年金制度の種別 扶養親族等及び児童の数 人 認定年月日

平成 ・

所得の状況

平成　年分所得額
支 給 事 由 消 滅
年月日・消滅事由

円

うち老人控除対象配偶者
及び老人扶養親族の合計数

（ 人 ）

平成 ・ ・

計 円
特 例 給 付

（裏面）

年度
平　成　　　　年　度 平　成　　　　年　度 平　成　　　　年　度 平　成　　　　年　度 平　成　　　　年　度

有 ・ 無 有 ・ 無

被 用 者 又 は 公 務 員 か 否 か の 別 被 ・ 公 ・ 非 被 被 ・ 公 ・ 非 被 被 ・ 公 ・ 非 被 被 ・ 公 ・ 非 被 被 ・ 公 ・ 非 被

区分

現

況

届

届 出 の 有 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

加 入 年 金 等 の 種 別

前 年 の 所 得 額 円

扶 養 親 族 等 及 び 児 童 の 数 人 人 人 人

（ 人

円 円 円 円

人

）

区 分
児 童 手 当 児 童 手 当 児 童 手 当 児 童 手 当 児 童 手 当

） （ 人 ） （ 人

特 例 給 付 特 例 給 付 特 例 給 付 特 例 給 付 特 例 給 付

う ち 老 人 控 除 対 象 配 偶 者
及 び 老 人 扶 養 親 族 の 合 計 数

（ 人 ） （ 人 ）

備 考

①

計 計 計 計 計

支

払

金

額

10

月

期

支 払 年 月 日 平 成 ・ ・ 平 成 ・ ・ 平 成 ・ ・ 平 成 ・ ・ 平 成 ・ ・

児 童 手 当 等 の
支 払 金 額

円

保 育 料 の 特 別 徴 収 額 ③ 円 円 円 円 円

学 校 給 食 費 等 徴 収 等 額 ② 円 円 円 円

①

計 計 計 計 計

円

支 払 金 額 （ ① - ② - ③ - ④ ）

２

月

期

支 払 年 月 日 平 成 ・ ・ 平 成 ・ ・ 平 成 ・ ・ 平 成 ・ ・ 平 成 ・ ・

児 童 手 当 等 の
支 払 金 額

寄 附 金 額 ④ 円 円 円 円

円

保 育 料 の 特 別 徴 収 額 ③ 円 円 円 円 円

学 校 給 食 費 等 徴 収 等 額 ② 円 円 円 円

①

計 計 計 計 計

円

支 払 金 額 （ ① - ② - ③ - ④ ）

６

月

期

支 払 年 月 日 平 成 ・ ・ 平 成 ・ ・ 平 成 ・ ・ 平 成 ・ ・ 平 成 ・ ・

児 童 手 当 等 の
支 払 金 額

寄 附 金 額 ④ 円 円 円 円

円

保 育 料 の 特 別 徴 収 額 ③ 円 円 円 円 円

学 校 給 食 費 等 徴 収 等 額 ② 円 円 円 円

円

支 払 金 額 （ ① - ② - ③ - ④ ）

備 考

寄 附 金 額 ④ 円 円 円 円

個人
番号

ア．被用者
イ．公務員
　（勤務先：　       　）

ウ．被用者等でない者

職業

配偶
者等

住所
（請求者と異なる

場合）

１月１日時点の住所
（１～５月分は前年、

６～１２月分は本年）

（上欄と異なる場合に記入してください）

⑧支払希望
金融機関

名称

支店コード

（３ケタ）

支店名 口座番号

（ふりがな）

氏名

様式第１号を次のように改める。 

 様式第１号（第２条関係） 
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様式第２号を次のように改める。 

様式第２号（第２条関係） 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行し，改正後の美浦村児童手当事務取扱規則

の一部を改正する規則は，平成２９年１０月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 情報連携の本格運用開始までの試行期間における添付書類の取扱いについ

ては，「情報ネットワークシステムの運用開始について」（平成２９年４月

２１日府番第７７号・総官企第２２７号通知）によるものとする。 

 

 
 

様式第2号

※支払金融機関欄及び口座番号欄は、受給者が国公立施設の場合に記入を要する。

口座番号 口座名義

（表面）

児　童　手　当　受　給　者　台　帳　（　施　設　等　受　給　者　用　）

受

給

者

（ふりがな）

個人番号 職業
ア．被用者
イ．公務員
ウ．被用者等でない者

支

払

金

融

機

関

施設等の
名称

施設等の
種 類

設置者等の住所
地（法人の主た
る事務所の所在

地 ）

〒　　　-

　　　電話　（　　　）

施設等所在
地又は里親
住 所 地

〒　　　-

　　　電話　（　　　）

設 置 者 等 の
氏 名

（ 法 人名 等）

性 別 男・女 生 年 月 日

明治
大正
昭和
平成

・　　・

名称 支店名

銀行

金庫

信組

農協

漁協

支店コード

（３ケタ）

加入している公的年金制度の種別 認 定 年 月 日 支 給 開 始 年 月 手 当 月 額

平成 ・　　　・

平成 ・

３歳未満分 円

支 給 事 由 消 滅 年 月 日 ・
消 滅 事 由

３歳以上分 円

備

考

平成 ・　　　・

（消滅事由）
計 円

ア．厚生年金保険           イ．国民年金           ウ．その他（　    　）
※アのうち、以下の共済組合の組合員である場合は括弧内に○を記入してください。
 （  ）私立学校教職員共済           （  ）地方公務員等共済
 （  ）国家公務員共済

（裏面）

　区　分　                   　　        　　　　　年　度 平成　　年度

現

況

届

届 出 の 有 無 有　　・　　無

被用者又は公務員であるか否かの別 被　　・　　公　　・　　非被

加 入 年 金 等 の 種 別

備 考

施 設 入 所 等 児 童 の 氏 名

生 年 月 日 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・

入 所 等 期 間

平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・

支 払 金 融 機 関

口 座 番 号

平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・

3 歳 以 上 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・

平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・3 歳 未 満 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・

平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・

児 童 手 当 非 該 当 年 月 日 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・

平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・

児 童 手 当

該 当 年 月 日

平成　・　・ 平成　・　・

支

払

金

額

10

月

期

支 払 年 月 日 平成　　・　　・

円 円 円 円

平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・ 平成　・　・

支 払 金 額 円 円

計
年 齢 区 分

3 歳 未 満 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

3 歳 以 上 円 円 円 円 円 円 円 円円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

２

月

期

支 払 年 月 日 平成　　・　　・

計
年 齢 区 分

3 歳 未 満 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円円 円 円 円 円 円

円 円 円

支 払 金 額 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円3 歳 以 上 円 円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円

円 円６

月

期

支 払 年 月 日 平成　　・　　・

計
年 齢 区 分

3 歳 未 満 円

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円

円

3 歳 以 上 円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円円 円

円 円 円 円

備　　　　　　考

円 円 円 円 円 円支 払 金 額 円 円 円 円 円



 

 

美浦村児童手当事務取扱規則新旧対照表 

 

新 旧 

第 4 条 2 項 村長は，請求に係る児童のうちに美浦村外に住所を有

する児童(法第 3 条に規定する施設入所等児童を除く。)があるとき

は，当該児童の属する住民票の写し又は住民票記載事項証明書で

あって、当該児童が世帯主である場合にはその旨、当該児童が世帯

主でない場合には世帯主との続柄が記載されたもの及び児童手当

(特例給付)別居監護申立書(様式第6号の2)により児童と同居してい

る者の状況等を確認すること。 

第 10 条 公簿等（マイナンバー制度による情報連携を含む。） 

第 13 条 2 項 公簿等（マイナンバー制度による情報連携を含む。） 

第 4 条 2 項 村長は，請求に係る児童のうちに美浦村外に住所を

有する児童(法第 3 条に規定する施設入所等児童を除く。)があると

きは，当該児童の属する世帯の全員の住民票の写し及び児童手当

(特例給付)別居監護申立書(様式第 6 号の 2)により児童と同居して

いる者の状況等を確認すること。 

 

第 10 条 公簿等 

第 13 条 2 項 公簿等 

 

 

 

 

 

1
5
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議案第４号 

 

美浦村体育施設等管理運営規程（平成２６年教委規程第１号）の一部を改

正する訓令 

 

上記の議案を下記のとおり提出する。 

 

  平成２９年９月２５日 

 

 

               美浦村教育委員会教育長 糸 賀 正 美 

 

 

 

美浦村体育施設等管理運営規程（平成２６年教委規程第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 

 

第２条中「（５）相撲場」を削る。 

第４条第１項中「第９条，美浦村民運動公園管理及び運営規則（昭和５１年

教委規則第２号）及び美浦村相撲場の管理及び運営に関する規則（昭和５９年

教委規則第６号）」を「第９条及び美浦村民運動公園管理及び運営規則（昭和

５１年教委規則第２号）」に改める。 

第９条第２項中「（５） 相撲場 ４時間」を削る。 

 別表第１を次のように改める。 
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別表第１(第９条第１項関係) 

体育施設の免除要件ならびに免除内容 

○光と風の丘公園 

施設名 免除要件 免除内容 

・野球場 

・テニスコート 

・多目的競技場 

・キャンプ場 

・ゲートボール場 

・クラブハウス 

使用者のうち，使用日におけ

る満年齢１８歳以下の村民が

半数を超える場合 

使用料を免除(照明に係

る使用料を除く。) 

使用者のうち，使用日におけ

る満年齢１８歳以下の村民が

半数を超えない場合におい

て，使用日における満年齢１

８歳以下及び６５歳以上の村

民が半数を超える場合 

使用料の半額(照明に係

る使用料を除く。)を免

除 

・ロッジハウス 

使用者のうち，使用日におけ

る満年齢が１８歳以下の村民 

該当者の使用料のうち

人数割分を免除 

使用者のうち，使用日におけ

る満年齢が６５歳以上の村民 

該当者の使用料のうち

人数割分の半額を免除 

・パターゴルフ場 

使用者のうち，使用日におけ

る満年齢が１８歳以下の村民 

該当者の１周分の使用

料を免除 

使用者のうち，使用日におけ

る満年齢が６５歳以上の村民 

該当者の１周分の使用

料の半額を免除 

 

○農林漁業者トレーニングセンター 

施設名 免除要件 免除内容 

・トレーニング室 

・高齢者トレーニング室 

使用者のうち，使用日におけ

る満年齢１８歳以下の村民が

半数を超える場合 

使用料を免除 

使用者のうち，使用日におけ

る満年齢１８歳以下の村民が

半数を超えない場合におい

て，使用日における満年齢１

８歳以下及び６５歳以上の村

民が半数を超える場合 

使用料の半額を免除 

 

 

 

 

 

 



18 

 

○美浦村民運動公園 

施設名 免除要件 免除内容 

・野球場 

・ゲートボール場 

使用者のうち，使用日におけ

る満年齢１８歳以下の村民が

半数を超える場合 

使用料を免除 

使用者のうち，使用日におけ

る満年齢１８歳以下の村民が

半数を超えない場合におい

て，使用日における満年齢１

８歳以下及び６５歳以上の村

民が半数を超える場合 

使用料の半額を免除 

○美浦村立小中学校体育館及び武道館 

施設名 免除要件 免除内容 

・美浦中学校体育館 

・美浦中学校武道館 

・木原小学校体育館 

・大谷小学校体育館 

・安中小学校体育館 

使用者のうち，使用日におけ

る満年齢１８歳以下の村民が

半数を超える場合 

使用料を免除 

使用者のうち，使用日におけ

る満年齢１８歳以下の村民が

半数を超えない場合におい

て，使用日における満年齢１

８歳以下及び６５歳以上の村

民が半数を超える場合 

使用料の半額を免除 
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 様式第１号を次のように改める。 
様式第１号（第９条第３項関係） 

美浦村体育施設使用料 減額・免除 申請書 

 

年  月  日 

美浦村教育委員会教育長 殿 

団 体 名 

住   所 

責任者氏名         ㊞ 

電話番号 

 

下記の事由により体育施設の使用料を 減額・免除 願いたく，美浦村体育施設等管理

運営規程第９条第３項の規程により申請します。 

記 

1 使用日時  (1)   年   月   日   時  分～   時   分 

        (2)   年   月   日   時  分～   時   分 

 
※うち減免時間 (1)  時  分～  時  分(2)  時  分～  時  

分 

2 使用人数   人（うち 18歳以下の村民  人・65歳以上の村民  人計  人） 

3 使用目的及び減免の理由 

 

4 使用箇所 

・光と風の丘公園／ □野球場  □テニスコート(  面)  □多目的競技場 

□キャンプ場  □ゲートボール・クロッケー場 

□クラブハウス会議室  □ロッジハウス 

□パターゴルフ場 

・農林漁業者トレーニングセンター／ □トレーニング室  □高齢者トレーニング室 

・村民運動公園／ □野球場  □ゲートボール場 

・学校／ □中学校体育館  □武道館 

  □木原小体育館  □安中小体育館  □大谷小体育館 

※処理年月日 
年  月  日   減額・免除 

添付書類   □名簿  □その他(        ) 

※処 理 印 

課 長 係 ※減免理由 

  □光と風の丘公園条例第 9条第 号 

□農トレ規則第 10条第 号 

□学校開放規則第 12条第 号  

□体育施設等管理運営規程第 9条第 1項第 号 

の規定に該当する登録団体 
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附 則 

この訓令は，公示の日から施行し，平成２９年１０月１日から適用する。 
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報告第１号 

 

美浦村立学校事務の共同実施に関する要綱の制定について 

 

 上記について，別紙のとおり報告する。 

 

 

平成２９年９月２５日提出 

 

美浦村教育委員会教育長 糸 賀 正 美 
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美浦村学校事務の共同実施組織及び運営に関する要綱 

 

平成２９年 月 日 

教育委員会訓令第 号 

 

 (目的) 

第１条 この訓令は，美浦村立学校管理規則(昭和４８年美浦村教育委員会規則

第２号。以下「規則」という。)第２５条の２の規定に基づき，学校事務の共

同実施(以下「共同実施」という。)に関し必要な事項を定めることにより，学

校事務の適正かつ円滑な執行に資することを目的とする。 

(組織) 

第２条 共同実施を行う地域(以下「共同実施地域」という。)に，共同実施を行

うための組織として，共同事務室を置く。 

２ 共同実施地域，共同事務室の名称，共同事務室を構成する学校(以下「構成

校」という。)及び執務場所を設置する学校(以下「拠点校」という。)は，別

表第１のとおりとする。 

３ 共同事務室の職員(以下「構成員」という。)は，構成校の事務職員をもって

充てる。 

４ 共同事務室に室長，及び室員を置く。 

５ 室長は構成員のうちから，教育委員会が任命する。ただし，室長の任命がこ

れにより難い特別の事情がある場合は，構成員のうちから適当と認める者を，

室長に任命することができる。 

６ 室長は，構成校の管理職と連携を図り，共同事務室内の業務のとりまとめを

行うとともに，共同事務室内の事務職員に対し，指導監督を行う。 

(所掌事務) 

第３条 共同事務室は，構成校に係る次の事務(以下「共同事務」という。)を処

理する。 

(1) 教職員の給与，諸手当及び旅費に関する事務 

(2) 学校の管財に関する事務 

(3) 児童生徒の就学に関する事務 

(4) 学校の情報管理に関する事務 

(5) 教職員の福利厚生に関する事務 

(6) その他共同事務室で処理することにより効率化が図られる事務 

(室長の専決事項) 

第４条 室長は，別表第２に掲げる事項について専決することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず，当該事項が次の各号のいずれかに該当する場合

は，専決することができない。 

(1) 重要又は異例と認められる場合 

(2) 疑義若しくは紛議があり，又は紛議を生じるおそれがあると認められる

場合 

(執務形態等) 

第５条 構成員は，それぞれの所属する学校を本務校とし，共同事務室において

処理する共同事務に関しては，構成校の事務職員を兼務する。 

２ 構成員は，原則として週２回，拠点校に設置する執務場所に参集し，共同事
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務を処理する。ただし，共同事務の処理に関し必要がある場合は，この限りで

はない。 

(服務等) 

第６条 構成校の校長は，前条第２項に規定する場合において，それぞれ所属す

る構成員に出張を命令するものとする。 

２ 構成員が拠点校において共同事務を処理するときは，当該構成員の服務は，

当該拠点校の校長が監督する。 

(守秘義務) 

第７条 構成員は，職務上知り得た児童生徒，教職員，保護者等の個人情報の取

扱いについて細心の注意を払い，地方公務員法(昭和２５年法律第２６１号)第

３４条第１項に規定する守秘義務を厳守する。 

２ 前項に定めるもののほか，個人情報の管理については，別に定める。 

(構成校の校長と室長の連携) 

第８条 構成校の校長が行う別表第３に掲げる事務については，統一した事務

処理が行われるよう構成校の校長が室長と連携を図り，適正かつ効率的に処理

できるよう体制の整備に努める。 

(共同実施協議会) 

第９条 共同事務室及び教育委員会の連携を図るため，学校事務共同実施協議

会(以下「共同実施協議会」という。)を置く。 

２ 共同実施協議会は，構成校の校長，共同事務室の室長及び教育委員会担当職

員をもって構成する。 

３ 共同実施協議会に会長を置き，会長は，前項の規定により構成校となった校

長のうちから互選で選任する。 

４ 共同実施協議会の会議は，必要に応じて会長が招集し，会長が議長となる。 

５ 会長は，第３条各号に掲げる事務について，共同事務室における事務の効率

化及び標準化を図るため，必要に応じて事務担当者会を開催することができる。 

６ 共同実施協議会の庶務は，共同事務室で処理する。 

(その他) 

第１０条 この訓令に定めるもののほか，共同実施に関し必要な事項は，別に定

める。 

附 則 

この訓令は，平成２９年１０月１日から施行する。 

 

 

別表第１(第２条関係) 

共同実施地域 共同事務室の名称 構成校 拠点校 

美浦村共同実施地域 美浦村共同事務室 木原小学校，安中小学校 

大谷小学校，美浦中学校 

美浦中学校 
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別表第２(第４条関係) 

１ 共同実施地域内の全教職員に係る次に掲げる事項 

(1) 通勤手当の届出に関すること 

(2) 住居手当の届出に関すること 

(3) 電子計算組織による人事給与事務に関すること 

(4) 給与に係る調査等に関すること 

２ 共同実施地域内の構成校に係る次に掲げる事項 

(1) 小中学校教職員研修旅費の予算配分及び執行管理に関すること 

(2) 超過勤務手当の執行管理に関すること 

３ その他教育委員会が必要と認める事項 

 

別表第３(第８条関係) 

１ 期末手当及び勤勉手当に関する事務 

２ 査定昇給に関する事務 

３ 給与管理表に関する事務 

４ 教員免許更新に係る教員の管理に関する事務 
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報告第２号 

 

美浦村光と風の丘公園多目的広場管理運営要綱の制定について 

 

 上記について，別紙のとおり報告する。 

 

 

平成２９年９月２５日提出 

 

美浦村教育委員会教育長 糸 賀 正 美 
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美浦村光と風の丘公園多目的広場管理運営要綱 

平成２９年 月  日 

教委告示第 号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，美浦村光と風の丘公園多目的広場（以下「多目的広場」と

いう。）を，地域住民の憩いの場及び交流の場として活用するため，美浦村光

と風の丘公園の設置及び管理に関する条例（平成５年３月２２日条例第１号），

美浦村光と風の丘公園の設置及び管理に関する条例施行規則（平成５年３月

２２日規則第２号）及び美浦村体育施設等管理運営規程（平成２６年３月２６

日教委規程第１号）に定めるものの他，その管理及び運営について必要な項目

を定める。 

 

（使用者及び使用料） 

第２条 多目的広場はだれもが使用することができ，使用料は無料とする。 

 

（禁止行為） 

第３条 多目的広場においては，次に掲げる行為をしてはならない。 

（1）施設（芝生を含む）を汚損，損傷，または滅失すること 

（2）樹木の伐採，又は植物を採取すること 

（3）団体で専有すること 

（4）競技及び練習の場として使用すること 

（5）スパイク（ソフトスパイクを含む）等芝生を傷つける恐れのある履物で立 

ち入ること 

（6）ラジコン，ドローンを使用すること 

（7）火気類（煙草，花火等）の使用，その他危険な行為 

（8）ペットを放すこと 

（9）他人に迷惑を及ぼす行為 

 （10）喧騒により，近隣住民の迷惑となる行為 

 （11）その他，教育長が危険と判断した行為 

 

（使用許可） 

第４条 前条の規定に関わらず，多目的広場の芝生を傷つける恐れがなく，地域

住民の憩いの場等としての活用を妨げないと認める場合で専有をする者は，

教育長へ申請し許可を受けることにより使用することができる。 

２ 前項の規定により申請する者は，教育長が特に必要と認める場合を除き，次

の各号の要件を満たすものとする。 

（1）多目的広場を団体で専有する場合は，原則として多目的広場の面積の 1/2

を超えないこと 

（2）多目的広場を土曜日，日曜日，祝日に団体で専有する場合は，大会及び大

会のアップ会場として使用すること 
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（申請） 

第５条 第４条第１項の規定により許可申請する場合は，多目的広場使用申請

書（様式第１号，以下「申請書」という。）を光と風の丘公園クラブハウスへ

提出しなければならない。 

 

 （申請における内容審査） 

第６条 教育長は，提出された申請書の内容について審査する。 

 

 （承認） 

第７条 教育長は，審査の結果，当該団体が第４条に定める多目的広場の芝生を

傷つける恐れがなく，地域住民の憩いの場等としての活用を妨げないと認め

る場合は，多目的広場使用許可証（様式第２号）を交付するものとする。 

 

 （利用できない日） 

第８条 多目的広場が利用できない日は，美浦村光と風の丘公園休園日ならび

に施設管理者が維持管理上必要な日とする。 

２ 教育長が必要と認めるときは，前項の規定にかかわらず，利用ができない日

に特に認めた者に使用をさせることができる。 

 

 （使用の優先） 

第９条 教育長は，多目的広場の利用日の２ヶ月前から１０日前までに申請書

を受け付け，先着順に使用許可することができる。 

 

（使用） 

第 10条 多目的広場の使用にあたっては，教育長が指示した事項を遵守しなけ

ればならない。 

 

（使用の休止） 

第 11条 教育長は，多目的広場の補修その他の理由により全部，又は一部の使

用を禁止，制限することができる。 

 

（損害の責任） 

第 12 条 多目的広場の施設（芝生を含む）を毀損，もしくは滅失したときは，

教育長の指示に従い，速やかに原状に回復しなければならない。 

 

 

   附 則 

 この要綱は，平成 29年 10月 1日から施行する。 
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様式第１号（第５条関係） 

 

美浦村光と風の丘公園多目的広場使用申請書 

 

年   月   日 

美浦村教育委員会教育長 殿 

申請者 

団体名 

責任者氏名            ㊞ 

TEL 

 

下記のとおり，美浦村光と風の丘公園多目的広場の使用を申請いたします。 

 

記 

 

１．使用目的 

２．使用時間    年  月  日     ＡＭ・ＰＭ：から 

ＡＭ・ＰＭ：まで 

３．使用人員    名 

４．使用備品 

 

 
処理年月日    年  月  日  許可 ・ 不許可 

 

処理印 

教育長 教育次長 課長 係員 
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様式第２号（第７条関係） 

 

美浦村光と風の丘公園多目的広場使用許可証 

 

年   月   日 

           殿 

 

 美浦村教育委員会教育長  ㊞ 

 

下記のとおり，美浦村光と風の丘公園多目的広場の使用を許可いたします。 

 

記 

 

 

１．使用目的 

２．使用時間  年  月  日  ＡＭ・ＰＭ   ：   から 

ＡＭ・ＰＭ   ：   まで 

３．使用人員    名 

４．使用備品 

５．指示事項 
 


